
 

 

 

 

 

 



 

 

目  次 

 

Ⅰ はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

 

Ⅱ 財務書類４表について・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

 

Ⅲ 作成基準について・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

 

Ⅳ 財務書類４表と分析・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

１ 普通会計財務書類４表 

⑴ 普通会計貸借対照表・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

⑵ 普通会計行政コスト計算書・・・・・・・・・・・ ８ 

⑶ 普通会計純資産変動計算書・・・・・・・・・・・１０ 

⑷ 普通会計資金収支計算書・・・・・・・・・・・・１２ 

 

２ 連結財務書類４表 

⑴ 連結貸借対照表・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

⑵ 連結行政コスト計算書・・・・・・・・・・・・・１６ 

⑶ 連結純資産変動計算書・・・・・・・・・・・・・１８ 

⑷ 連結資金収支計算書・・・・・・・・・・・・・・２０ 

 

Ⅴ 用語解説・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

 



 

Ⅰ はじめに 

 
地方公共団体の財政が厳しさを増し、国と同様、借金への依存度が高くなる中で、

いま、地方公共団体には、より一層の財政の健全化に対する取組が求められています。 

また、国と地方との関係も見直され、地方の権限が増える中で、地方公共団体には、

これまで以上に自由でかつ責任ある地域経営が求められ、合わせて、その状況を住民

にわかりやすく説明、情報提供をすることが求められています。 

こうした背景から、国は、企業会計の考え方を取り入れた新たな公会計のモデル※を

策定し、地方公共団体に整備推進するよう求めています。 

新座市では、平成１１年度決算から企業会計的手法を取り入れた財務報告書（貸借

対照表・行政コスト計算書・資金収支計算書）を作成し、公表していますが、この財

務報告書は新座市の普通会計を対象に作成しており、今回国が求めている、事業会計

や関係団体も含めた連結ベースの報告書にはなっていません。 

そこで、平成２０年度決算からは、国が新たに策定した公会計のモデルにしたがっ

て、事業会計や関係団体も含めた連結ベースで財務書類４表（貸借対照表、行政コス

ト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を作成し、公表することとしました。 

これからは、この財務書類の作成、活用を通じて、資産･債務に関する情報開示と

適正な管理の一層の推進を図るとともに、地域経営の視点に立って、未利用財産の売

却促進や資産の有効活用を図ってまいります。 

 

※ 国は、新たな公会計のモデルとして、企業会計に基づいた基本的なモデルとしての「基準

モデル」と、地方公共団体のこれまでの取組や事務を考慮し、段階的に整備することを前提

に、当面は既存の数値を用いて作成する「総務省方式改訂モデル」の２種類を示しています。 

新座市では、他の地方公共団体の多くが採用している「総務省方式改訂モデル」を採用する

こととしました。 
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Ⅱ 財務書類４表について 

 

○ 貸借対照表とは？ 

一定の時点（年度末）における保有資産（土地、建物、基金、現金等）の総額と、

その資産を形成するために調達した資金の内訳を明らかにした表で、将来世代の負

担（負債）とこれまでの世代の負担（純資産）が分かります。 

表の左側が「借方」で、どのような資産をどのくらい保有しているかを示してい

ます。また、表の右側が「貸方」で、左の資産を取得するために調達した資金の状

況を示しています。 

 「借方」と「貸方」は「資産＝負債＋純資産」という関係で一致しており、貸借

対照表はバランスシートとも呼ばれています。 

 

○ 行政コスト計算書とは？ 

一定の期間（一会計年度）において発生した資産形成に結びつかない行政サービ

スの経費（行政コスト）と受益者の負担によって賄われた額が分かる表です。 

この表では、行政コストと受益者負担の状況を、生活インフラや教育、福祉など

の目的別及び人件費や社会保障費、使用料や分担金などの性質別に分類して明らか

にしています。 

 

○ 純資産変動計算書とは？ 

貸借対照表の中で示されている「純資産」が、一会計年度中にどのように変動し

たかを明らかにした表です。 

「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一般財源等」、「その他一般財

源等」、「資産評価差額」に区分して、純資産の増減を明らかにしています。 

 

○ 資金収支計算書とは？ 

一会計年度中のお金の動きを性質別に明らかにした表で、歳計現金（資金）の増

減額と残高が分かります。 

「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「投資・財務的収支の部」に区分

して収支を計算しています。 
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Ⅲ 作成基準について 

 

○ 「総務省方式改定モデル」を採用  

「新地方公会計制度研究会報告書」（平成１８年５月１８日）及び「新地方公会

計制度実務研究会報告書」（平成１９年１０月１７日）で示された「総務省方式改定

モデル」に準拠して作成します。 

 

○ 普通会計 

地方財政状況調査（決算統計）の範囲となる普通会計を対象とします。 

具体的には、一般会計と新座駅南口第２土地区画整理事業特別会計を合算し、相

互の資金の動きを相殺した会計をいいます。 

 

○ 連結の対象 

普通会計、地方公営事業会計、一部事務組合・広域連合、第３セクター等を連結

の対象とします。 

具体的には、次のとおりです。 

 ア 地方公営事業会計（６会計） 

㋐ 国民健康保険事業特別会計 

㋑ 下水道事業特別会計 

㋒ 老人保健事業特別会計 

㋓ 介護保険事業特別会計 

㋔ 後期高齢者医療事業特別会計 

㋕ 水道事業会計 

イ 一部事務組合・広域連合（５団体） 

㋐ 朝霞地区一部事務組合 

㋑ 志木地区衛生組合 

㋒ 埼玉県市町村総合事務組合 

㋓ 彩の国さいたま人づくり広域連合 

㋔ 埼玉県後期高齢者医療広域連合 

ウ 第３セクター等（３団体） 

㋐ 新座市土地開発公社 

㋑ （財）新座市都市施設振興公社 

㋒ （財）新座市体育協会 
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○ 基準とする時点・期間 

基準とする時点は平成２１年３月３１日（平成２０年度末）とし、基準とする期

間は、平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までとします。ただし、翌年

４月１日から５月 31 日までの地方自治法第２３５条の５に規定する出納整理期間

を含みます。 

 

○ 決算統計の取得原価を採用 

「総務省方式改定モデル」では、財務書類を決算統計の数値を用いて作成するこ

とから、有形固定資産額は時価ではなく、取得原価となります。 

 

○ 資産に含まれるもの 

決算統計の様式や集計方法が現在のように確立された昭和 44 年度以降の、自治

体名義の資産にかかる普通建設事業費（資産形成に関する費用で、用地費、新築・

増改築の工事費、設計・補償費、１品 100 万円以上の備品など）が対象となりま

す。 

【売却可能資産】 

現に公用または公共用として使用されていない公有財産や、売却が既に確定し

ている、または近い将来売却が予定されている資産をいいます。 

なお、売却可能資産は取得原価ではなく、時価相当額で示しています。 

 

○ 減価償却の方法 

土地以外は減価償却を行っています。減価償却は建設年度から開始し、耐用年数

で割った値を毎年度償却する定額法を採用しています。耐用年数は、総務省方式を

採用しています。 
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Ⅳ 財務書類４表と分析 



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 34,048,415

①生活インフラ・国土保全 72,320,743 (2) 長期未払金

②教育 46,560,081 ①物件の購入等

③福祉 11,601,868 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 513,297 ③その他

⑤産業振興 874,861 長期未払金計 0

⑥消防 2,957,635 (3) 退職手当引当金 5,999,940

⑦総務 12,215,381 (4) 損失補償等引当金 14,718

有形固定資産合計 147,043,866 (5) その他 307,860

(2) 売却可能資産 2,442,544 固定負債合計 40,370,933

公共資産合計 149,486,410

２　流動負債

２　投資等 (1) 翌年度償還予定地方債 3,281,165

(1) 投資及び出資金 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金）

①投資及び出資金 357,102 (3) 未払金 0

②投資損失引当金 0 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 357,324

投資及び出資金計 357,102 (6) その他 59,920

(2) 貸付金 57,646 流動負債合計 3,698,409

(3) 基金等

①退職手当目的基金 0 負　　債　　合　　計 44,069,342

②その他特定目的基金 254,437

③土地開発基金 0

④その他定額運用基金 1,843,662

⑤退職手当組合積立金 9,772 [純資産の部]

基金等計 2,107,871 １　公共資産等整備国県補助金等 13,160,100

(4) 長期延滞債権 2,071,774

(5) 回収不能見込額 △ 593,604 ２　公共資産等整備一般財源等 119,234,524

投資等合計 4,000,789

３　その他一般財源等 △ 17,597,579

３　流動資産

(1) 現金預金 ４　資産評価差額 0

①財政調整基金 1,327,381

②減債基金 0 純　 資　 産　 合　 計 114,797,045

③歳計現金 3,555,244

現金預金計 4,882,625

(2) 未収金

①地方税 631,173

普通会計貸借対照表
（平成２１年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0

②その他 56,389

③回収不能見込額 △ 190,999

未収金計 496,563

流動資産合計 5,379,188

資　　産　　合　　計 158,866,387 負 債 ・ 純 資 産 合 計 158,866,387

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち20,188,546千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 64,149,495 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 37,329,580 千円 37,329,580 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 5,217,771 千円 167,780 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 14,710,524 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 892,898 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 5,990,168 千円 5,990,168 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 8,554 千円 8,554 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 39,797,558 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 2,031,285 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 6,274,971 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 31,491,302 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 24,351,937 千円

※５ 有形固定資産のうち 土地は89 772 737千円です また 有形固定資産の減価償却累計額は50 000 747千円です

1,455,933

228,494

3,514,474

5,049,991

4,285,173

131,060

69,566

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

【契約債務・
偶発債務】

223,900

[内訳]

370,856

4,285,173

負債計上 注記

0

14,710,524

項目 金額

0

892,898

0

2,432,163

0

10,727,211

22,050,000

2,029,264

0

546,799

※５　有形固定資産のうち、土地は89,772,737千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は50,000,747千円です。



 

１ 普通会計財務書類４表 

⑴ 普通会計貸借対照表 

資産は１，５８８億６，６３８万７千円です。負債は４４０億６，９３４万 

２千円で、資産のうち２７．７％は負債で賄っている状況です。資産から負債を

差し引いた１，１４７億９，７０４万５千円が純資産となります。 

資産の部では、公共資産が１，４９４億８，６４１万円で資産全体の９４．１％

を占めています。その内訳は、道路、公園などの生活インフラ・国土保全が 

７２３億２，０７４万３千円で全体の４８．４％と一番多く、次が小･中学校な

どの教育が４６５億６，００８万１千円で全体の３１．１％と、この２つの分野

で公共資産全体の約８割を占めています。売却可能資産は２４億４，２５４万 

４千円で公共資産全体の１．６％という状況です。 

また、投資等は４０億７８万９千円で資産全体の２．５％、流動資産は５３億

７，９１８万８千円で同じく３．４％を占めています。 
 

【図１】公共資産の目的別構成比（普通会計） 
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負債の部では、翌年度に支払期日が到来する流動負債が３６億９，８４０万 

９千円で、それ以外の固定負債は４０３億７，０９３万３千円です。 

純資産の部では、公共資産等を整備するために国・県から受けた補助金等の額

が１３１億６，０１０万円で、同じく公共資産等を整備するために市が使った一

般財源等の額が１，１９２億３，４５２万４千円です。その他一般財源等は、公

共資産等の整備に使われなかった一般財源等の残りで将来自由に使える資産で

すが、１７５億９，７５７万９千円のマイナスとなるのは、この分だけ資産を形

成していない負債（臨時財政対策債や退職手当引当金など）が超過していること

を表しており、その支払いを将来の税収等で賄わなければならないことを意味し

ています。
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 6,232,145 18.6% 602,193 1,269,520 1,801,233 368,813 106,861 14,471 1,815,935 253,119

（２）退職手当引当金繰入等 593,932 1.8% 64,340 59,206 192,446 39,404 11,418 6,058 194,016 27,044

（３）賞与引当金繰入額 357,324 1.1% 34,527 72,788 103,275 21,146 6,127 830 104,118 14,513

小　　計 7,183,401 21.5% 701,060 1,401,514 2,096,954 429,363 124,406 21,359 2,114,069 294,676 0

（１）物件費 4,707,616 14.1% 242,831 1,607,008 1,095,772 533,195 139,549 29,661 1,032,162 27,418 20

（２）維持補修費 439,677 1.3% 234,023 149,082 19,237 5,431 838 1,354 29,712 0

（３）減価償却費 2,437,202 7.3% 1,034,542 767,933 270,895 26,855 6,132 56,346 274,499 0

小　　計 7,584,495 22.7% 1,511,396 2,524,023 1,385,904 565,481 146,519 87,361 1,336,373 27,418 0 20

（１）社会保障給付 8,104,503 24.2% 95,974 8,008,529

（２）補助金等 4,224,105 12.6% 18,447 304,362 606,931 1,448,297 73,019 1,440,067 327,470 5,512

３ （３）他会計等への支出額 5,205,518 15.6% 1,946,788 0 3,252,239 0 0 5,491 1,000 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

229,120 0.7% 149,988 0 6,417 2,372 6,474 0 63,869 0

小　　計 17,763,246 53.1% 2,115,223 400,336 11,874,116 1,450,669 79,493 1,445,558 392,339 5,512 0

（１）支払利息 647,853 1.9% 647,853

（２）回収不能見込計上額 274,721 0.8% 274,721

（３）その他行政コスト 0 0.0%

小　　計 922,574 2.7% 0 0 0 0 0 0 0 0 647,853 274,721 0

33,453,716 4,327,679 4,325,873 15,356,974 2,445,513 350,418 1,554,278 3,842,781 327,606 647,853 274,721 20

（　構　成　比　率　） 12.9% 12.9% 45.9% 7.3% 1.1% 4.7% 11.5% 1.0% 1.9% 0.8% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 967,884 8,550 61,404 274,409 228,272 93,395 0 139,449 0 162,405

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 644,915 277,133 5,388 350,514 45 0 0 0 0 11,835

1,612,799 285,683 66,792 624,923 228,317 93,395 0 139,449 0 0 0 174,240

ｄ／ａ 4.8% 6.6% 1.5% 4.1% 9.3% 26.7% 0.0% 3.6% 0.0% 0.0% 0.0%

31,840,917 4,041,996 4,259,081 14,732,051 2,217,196 257,023 1,554,278 3,703,332 327,606 647,853 274,721 20 △ 174,240

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

普通会計行政コスト計算書
自　平成２０年４月 １ 日

至　平成２１年３月３１日

２

経 常 行 政 コ ス ト ａ

４

１



 

⑵ 普通会計行政コスト計算書 

経常行政コストは３３４億５，３７１万６千円、経常収益は１6 億１，２７９

万 9 千円で、経常行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストは 

３１8 億４，０９１万７千円になります。経常行政コストに占める経常収益の割

合（受益者負担の割合）は４．８％という状況です。 

経常行政コストを性質別に見ると、社会保障給付が８１億４５０万３千円で、

全体の２４．２％と一番多く、次が人件費の６２億３，２１４万５千円で全体の

１８．６％、その次が他会計等への支出額の５２億５５１万8千円で全体の１５．

6％という状況です。 
 

【図２】経常行政コストの性質別構成比（普通会計） 
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また、目的別では、福祉が１５３億５，６９７万４千円で、全体の４５．９％

と一番多く、次が生活インフラ・国土保全の４３億２，７６７万９千円で全体の

１２．９％、その次が教育の４３億２，５８７万３千円で全体の１２．９％とい

う状況です。 
 

  【図３】経常行政コストの目的別構成比（普通会計） 
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 110,469,316 13,182,284 117,707,564 △ 20,420,532 0

純経常行政コスト △ 31,840,917 △ 31,840,917

一般財源

地方税 23,356,827 23,356,827

地方交付税 828,531 828,531

その他行政コスト充当財源 3,005,299 3,005,299

補助金等受入 8,875,307 328,581 8,546,726

臨時損益 0 0

災害復旧事業費 0 0

公共資産除売却損益 104,846 104,846

投資損失 △ 2,164 △ 2,164

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,183,787 △ 1,183,787

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 60,198 △ 60,198

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 66,479 66,479 0

減価償却による財源増 △ 350,765 △ 2,086,437 2,437,202 0

地方債償還に伴う財源振替 2,435,891 △ 2,435,891

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0

期末純資産残高 114,797,045 13,160,100 119,234,524 △ 17,597,579 0

普通会計純資産変動計算書
自　平成２０年４月 １ 日

至　平成２１年３月３１日



 

⑶ 普通会計純資産変動計算書 

純資産は、１年間の行政活動で４３億２，７７２万９千円増え、１，１４７億

９，７０４万５千円となりました。 

純資産は、これまでの世代が資産形成のために負担してきた分を表しています

ので、純資産が増えたということは、将来世代に引き継がれる資産が増加したこ

と、又は将来世代に引き継がれる負債が減少したことを意味します。 

純資産の増減額は、純経常行政コスト、一般財源や補助金等受入などの収入、

臨時損益などの差し引きによって求められます。 

また、純経常行政コストが３１８億４，０９１万 7 千円であったのに対し、地

方税・地方交付税などの一般財源及び国・県からの補助金等受入が計３５７億 

３，７３８万３千円であったことから、資産形成に結びつかない経常的な行政サ

ービスを実施するために市税等の経常的な収入の８９．１％が使われたというこ

とが言えます。 

経常的な行政サービスに使われて残った分は、臨時損益など他の収入とあわせ

て１１億８，３７８万７千円が公共資産等の整備に、６，０１９万８千円が新た

な貸付金・出資金等に投入されるなど公共資産等の整備に使われたり、地方債を

２４億３，５８９万１千円償還するなど負債の解消に使われたりしました。 
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成２０年度における一時借入金の借入限度額は400,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は36千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

3,555,244

41,640,056

3,583,522

3,057,700
1,012,463

39,040,305
4,049,899
1,004,035

5,649

182,604

955,493

△ 5,600,079

2,599,751

0

0

1,142,813

3,402,082

5,782,683

6,840

104,846

△ 1,146,527

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

7,600

66,560

65,269

0

0

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

3,317,668

1,161,159

2,469

3,663,295

352,376

1,874,600

0

289,792

2,516,768

260,440

85,187

963,418

354,201

371,152

1,183,100

1,034,032

2,603,420

38,940,684

9,346,357

7,488,444

4,707,616

8,104,503

3,977,518

普通会計資金収支計算書
自　平成２０年４月　１日

至　平成２１年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

8,497,025

29,594,327

23,105,805

439,677

4,228,716

647,853

828,531



 

⑷ 普通会計資金収支計算書 

資金（歳計現金）は、前年度末から２５億９，９７５万１千円増加し、３５億

５，５２４万４千円となりました。 

その内訳は、経常的収支の部（毎年度の継続的支出に対する収支）で９３億 

４，６３５万７千円の増、公共資産整備収支の部（道路や公園、小･中学校など

の資産整備に係る支出に対する収支）で１１億４，６５２万７千円の減、投資・

財務的収支の部（出資金などの投資や地方債の償還などの支出に対する収支）で

５６億７万９千円の減となっており、経常的収支の部で生じた収支余剰で公共資

産整備収支の部と投資・財務的収支の部の収支不足を穴埋めしていると言えます。 

  また、地方債の元利払いや貯金の積立てを抜いた支出と地方債の発行や貯金の

取崩しを除いた収入を比較した基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、 

３５億８，３５２万２千円の黒字となっています。これは、当年度の行政サービ

スに要する経費が、借金や貯金に頼らずに賄えたことを表しており、持続可能な

財政運営が行われたと言えます。
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[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 119,959,288 ①普通会計地方債

②教育 46,999,613 ②公営事業地方債

③福祉 13,367,871  地方公共団体計 58,009,043

④環境衛生 23,356,443 (2) 関係団体

⑤産業振興 874,861 ①一部事務組合・広域連合地方債

⑥消防 3,235,340 ②地方三公社長期借入金

⑦総務 12,217,562 ③第三セクター等長期借入金

⑧収益事業 0  関係団体計 5,441,329

⑨その他 1,024 (3) 長期未払金 72,595

有形固定資産合計 220,012,002 (4) 引当金 8,479,719

(2) 無形固定資産 1,711 （うち退職手当等引当金）

(3) 売却可能資産 2,442,544 （うちその他の引当金）

公共資産合計 222,456,257 (5) その他 136,460

固定負債合計 72,139,146

２　投資等

(1) 投資及び出資金 ２　流動負債

①投資及び出資金 21,102 (1) 翌年度償還予定額

②投資損失引当金 0 ①地方公共団体

投資及び出資金計 21,102 ②関係団体

(2) 貸付金 57,726  翌年度償還予定額計 5,301,528

(3) 基金等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

①退職手当目的基金 0 (3) 未払金 252,395

②その他特定目的基金 714,573 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

③土地開発基金 0 (5) 賞与引当金 682,133

④その他定額運用基金 2,023,874 (6) その他 41,424

⑤退職手当組合積立金 11,076 流動負債合計 6,277,480

基金等計 2,749,523

(4) 長期延滞債権 5,289,640 負　　債　　合　　計 78,416,626

(5) その他 0

(5) 回収不能見込額 △ 1,589,879

投資等合計 6,528,112 [純資産の部]

１　公共資産等整備国県補助金等 21,865,227

３　流動資産

(1) 現金預金 ２　公共資産等整備一般財源等 154,552,198

①財政調整基金 1,341,394

②減債基金 他 般 等

4,830,929

0

23,960,628

連結貸借対照表
（平成２１年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

5,012,315

289,213

8,465,001

14,718

34,048,415

610,400

②減債基金 0 ３　その他一般財源等 △ 16,227,620

③歳計現金 6,994,875

現金預金計 8,336,269 ４　資産評価差額 0

(2) 未収金

①地方税 631,173 純　 資　 産　 合　 計 160,189,805

②その他 1,090,868

未収金計 1,722,041

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 3,488

(5）回収不能見込額 △ 439,736

流動資産合計 9,622,062

資　　産　　合　　計 238,606,431 負 債 ・ 純 資 産 合 計 238,606,431

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※３　有形固定資産のうち、土地は94,822,727千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は82,431,307千円です。

※２　普通会計地方債及び公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち31,491,302千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが

　　見込まれているものです。

2,432,163

0

10,727,211

22,050,000



 

２ 連結財務書類４表 

⑴ 連結貸借対照表 

資産は２，３８６億６４３万１千円です。負債は７８４億１，６６２万６千円

で、資産のうち３２．９％は負債で賄っている状況です。資産から負債を差し引

いた１，６０１億８，９８０万５千円が純資産となります。 

資産の部では、公共資産が２，２２４億５，６２５万７千円で資産全体の９３．

２％を占めています。その内訳は、道路、下水道などの生活インフラ・国土保全

が１，１９９億５，９２８万８千円で全体の５３．９％と一番多く、次が小･中

学校などの教育が４６９億９，９６１万３千円で全体の２１．１％、その次が水

道、ごみ処理場などの環境衛生が２３３億５，６４４万３千円で全体の１０．５％

と、この３つの分野で公共資産全体の８割強を占めています。売却可能資産は 

２４億４，２５４万４千円で公共資産全体の１．１％という状況です。連結によ

って、下水道事業特別会計と土地開発公社の保有する公共資産が含まれ、生活イ

ンフラ・国土保全の割合がより高まりました。 

また、投資等は６５億２，８１１万２千円で資産全体の２．８％、流動資産は

９６億２，２０６万２千円で同じく４．０％を占めています。 

 

【図４】公共資産の目的別構成比（連結） 
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負債の部では、翌年度に支払期日が到来する流動負債が６２億７，７４８万円

で、それ以外の固定負債は７２１億３，９１４万６千円です。 

純資産の部では、公共資産等整備国県補助金等が２１８億６，５２２万７千円、

公共資産等整備一般財源等が１，５４５億５，２１９万８千円です。その他一般

財源等は１６２億２，７６２万円のマイナスで、連結前に比べてマイナス幅が 

１３億６，９９５万９千円縮小していますが、この主な要因は、水道事業会計の

歳計現金や国民健康保険事業特別会計の長期延滞債権が多いことなどが挙げら

れます。 
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 8,430,570 13.4% 731,841 1,383,793 2,195,516 702,202 106,861 1,032,584 2,020,885 256,888 0

（２）退職手当引当金繰入等 1,013,011 1.6% 93,479 59,692 342,539 144,594 11,418 136,201 198,044 27,044 0

（３）賞与引当金繰入額 682,133 1.1% 43,196 78,074 142,929 47,824 6,127 237,821 111,097 15,065 0

小　　計 10,125,714 16.1% 868,516 1,521,559 2,680,984 894,620 124,406 1,406,606 2,330,026 298,997 0

（１）物件費 7,084,691 11.2% 372,512 1,506,641 1,651,325 2,238,706 139,549 113,889 1,034,113 27,935 21

（２）維持補修費 684,038 1.1% 272,046 149,170 20,353 207,586 838 4,333 29,712 0

（３）減価償却費 4,852,615 7.7% 2,366,060 768,288 279,981 1,067,283 6,132 90,213 274,658 0

小　　計 12,621,344 20.0% 3,010,618 2,424,099 1,951,659 3,513,575 146,519 208,435 1,338,483 27,935 0 21

（１）社会保障給付 30,441,104 48.3% 95,974 30,345,130 0

（２）補助金等 7,060,648 11.2% 672,846 300,728 5,193,634 482,597 73,019 17,256 315,056 5,512 0

３ （３）他会計等への支出額 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

352,722 0.6% 235,759 0 6,417 2,372 6,474 37,831 63,869 0 0

小　　計 37,854,474 60.1% 908,605 396,702 35,545,181 484,969 79,493 55,087 378,925 5,512 0

（１）支払利息 1,603,589 2.5% 1,603,589

（２）回収不能見込計上額 653,771 1.0% 653,771

（３）その他行政コスト 183,097 0.3% 0 0 129,083 54,014 0 0 0 0 0

小　　計 2,440,457 3.8% 0 0 129,083 54,014 0 0 0 0 1,603,589 653,771 0

63,041,989 4,787,739 4,342,360 40,306,907 4,947,178 350,418 1,670,128 4,047,434 332,444 1,603,589 653,771 21

（　構　成　比　率　） 7.6% 6.9% 63.9% 7.9% 0.6% 2.6% 6.4% 0.5% 2.6% 1.0% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 1,183,631 8,550 61,404 331,661 386,113 93,395 654 139,449 0 0 0 162,405

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 10,806,777 327,631 7,225 10,457,538 45 0 654 0 0 0 0 13,684

３ 保 険 料 ｄ 7,005,572 0 0 7,005,572 0 0 0 0 0 0 0 0

４ 事 業 収 益 ｅ 3,762,933 1,381,891 23,512 23,243 2,334,287 0 0 0 0 0 0 0

５ その他特定行政サービス収入 ｆ 188,927 3,225 3,605 82,788 99,213 0 0 96 0 0 0 0

６ 他 会 計 補 助 金 等 ｇ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

22,947,840 1,721,297 95,746 17,900,802 2,819,658 93,395 1,308 139,545 0 0 0 176,089

ｄ／ａ 36.4% 36.0% 2.2% 44.4% 57.0% 26.7% 0.1% 3.4% 0.0% 0.0% 0.0%

40,094,149 3,066,442 4,246,614 22,406,105 2,127,520 257,023 1,668,820 3,907,889 332,444 1,603,589 653,771 21 △ 176,089

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ＋ ｄ ＋ ｅ ＋ ｆ ＋ ｇ ） ｈ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｈ

連結行政コスト計算書
自　平成２０年４月 １ 日

至　平成２１年３月３１日

２

経 常 行 政 コ ス ト ａ

１

４



 

⑵ 連結行政コスト計算書 

経常行政コストは６３０億４，１９８万９千円、経常収益は２２９億 
４，７８４万円で、経常行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コスト
は４００億９，４１４万９千円になります。経常行政コストに占める経常収益の
割合（受益者負担の割合）は３６．４％という状況です。 

経常行政コストを性質別に見ると、社会保障給付が３０４億４，１１０万４千
円で、全体の４８．３％と一番多く、次が人件費の８４億３，０５７万円で全体
の１３．４％、その次が物件費の７０億８，４６９万１千円で全体の１１．２％
という状況です。なお、他会計等への支出は連結に伴い、相殺されています。 

【図５】経常行政コストの性質別構成比（連結） 
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また、目的別では、福祉が４０３億６９０万７千円で、全体の６３．９％と一

番多く、次が環境衛生の４９億４，７１７万８千円で全体の７．９％、その次が
生活インフラ・国土保全の４７億８，７７３万９千円で全体の７．６％という状
況です。 

  【図６】経常行政コストの目的別構成比（連結） 
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 連結によって国民健康保険事業特別会計や介護保険事業会計など福祉関係の

特別会計が含まれたため、連結前と比べて性質別では社会保障給付が、目的別

では福祉の増加が顕著です。また、これらの会計は保険料などの受益者負担を

多く含んでいますので、経常行政コストに対する経常収益の割合が大幅に増え

ています。
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 155,022,414 22,006,456 152,103,437 △ 19,087,479 0

純経常行政コスト △ 40,094,149 △ 40,094,149

一般財源

地方税 23,356,827 23,356,827

地方交付税 828,531 828,531

その他行政コスト充当財源 2,937,283 2,937,283

補助金等受入 18,036,601 514,200 17,522,401

臨時損益 0 0

災害復旧事業費 0 0

公共資産除売却損益 104,462 104,462

投資損失 △ 2,164 △ 2,164

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,121,041 △ 1,121,041

公共資産処分による財源増 0 △ 45,352 45,352 0

貸付金・出資金等への財源投入 68,122 △ 68,122

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 160,485 160,485 0

減価償却による財源増 △ 655,429 △ 4,197,184 4,852,613 0

地方債等償還に伴う財源振替 5,662,768 △ 5,662,768

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 △ 149 149

期末純資産残高 160,189,805 21,865,227 154,552,198 △ 16,227,620 0

連結純資産変動計算書
自　平成２０年４月 １ 日

至　平成２１年３月３１日



 

⑶ 連結純資産変動計算書 

純資産は、１年間の行政活動で５１億６，７３９万１千円増え、１，６０１億

８，９８０万５千円となりました。 

純資産は、これまでの世代が資産形成のために負担してきた分を表しています

ので、純資産が増えたということは、将来世代に引き継がれる資産が増加したこ

と、又は将来世代に引き継がれる負債が減少したことを意味します。 

純資産の増減額は、純経常行政コスト、一般財源や補助金等受入などの収入、

臨時損益などの差し引きによって求められます。 

また、純経常行政コストが４００億９，４１４万９千円であったのに対し、地

方税・地方交付税などの一般財源及び国・県からの補助金等受入が計４４６億 

４，５０４万２千円であったことから、資産形成に結びつかない経常的な行政サ

ービスを実施するために市税等の経常的な収入の８９．８％が使われたというこ

とが言えます。 

経常的な行政サービスに使われて残った分は、臨時損益など他の収入とあわせ

て１１億２，１０４万１千円が公共資産等の整備に、６，８１２万２千円が新た

な貸付金・出資金等に投入されるなど公共資産等の整備に使われたり、地方債等

を５６億６，２７６万８千円償還するなど負債の解消に使われたりしました。 

連結によって公共資産と地方債等の残高が増えた分、減価償却費と地方債等の

償還額が増えていますが、その他の点で連結前と大きな変化はありません。 
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

828,531

9,959,434

7,102,753

30,442,370

0

17,434,869

56,978,611

23,105,805

807,565

連結資金収支計算書
自　平成２０年４月　１日

至　平成２１年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

7,062,900

1,603,589

0

1,179,165

10,738,863

529,025

1,183,100

1,121,456

2,396,005

137

3,655,740

6,713,897

0

351,972

3,246,281

388,372

0

3,610,428

575,826

2,244,694

73,789

0

0

5,934

0

0

△ 364,147

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

7,600

66,860

1,535,097

2,469

6,840

0

65,831

0

3,677,178

△ 8,226,138

3,317,697

0

0

0

0

0

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

3,222,056

0

0

68,886,593

11,907,982

0

0

1,303,251

0

6,994,875

104,846

183,451

5,494,312

8,409,589



 

⑷ 連結資金収支計算書 

資金（歳計現金）は、前年度末から３３億１，７６９万７千円増加し、６９億

９，４８７万５千円となりました。 

その内訳は、経常的収支の部（毎年度の継続的支出に対する収支）で１１９億

７９８万２千円の増、公共資産整備収支の部（道路や下水道、小･中学校などの

資産整備に係る支出に対する収支）で３億６，４１４万７千円の減、投資・財務

的収支の部（出資金などの投資や地方債等の償還などの支出に対する収支）で 

８２億２，６１３万８千円の減となっており、経常的収支の部で生じた収支余剰

で公共資産整備収支の部と投資・財務的収支の部の収支不足を穴埋めしています。 

  なお、他会計等への事務費等充当財源繰出支出等は連結に伴い、相殺されてい

ます。 
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Ⅴ 用語解説 

 

【貸借対照表】 

◎ 有形固定資産 

  土地、建物、高額な備品など、長期間にわたって行政サービスを提供するために

使用される資産 

 ① 生活インフラ・国土保全……道路、公園、交通安全施設、下水道など 

② 教育         ……小･中学校、公民館、体育館など 

③ 福祉         ……保育所、老人福祉センターなど 

④ 環境衛生       ……保健センター、水道など 

⑤ 産業振興       ……農民研修センターなど 

⑥ 消防         ……消防車両など 

⑦ 総務         ……庁舎など 

◎ 無形固定資産 

電話加入権、施設利用権などの権利 

◎ 売却可能資産 

現に公用または公共用として使用されていない公有財産や、売却が既に確定して

いる、または近い将来売却が予定されている資産 

◎ 投資及び出資金 

  保有する債権や関係団体への出資金 

◎ 長期延滞債権 

  一年以上にわたって支払われていない税金や保険料などの債権 

◎ 回収不能見込額 

  回収が難しいと見込まれる貸付金、長期延滞債権 

◎ 流動資産 

  市が保有する現金や預金、流動的に使用可能な財政調整基金及び市税等の未収金

など 

◎ 固定負債 

  翌々年度以降に返済する予定の借金の額など 

◎ 退職手当等引当金 

  年度末に全職員が退職すると想定した場合に支給する退職手当額 

◎ 流動負債 

   基準日の翌日から１年以内に支払の期限が到来する債務 

 ◎ 賞与引当金 

   翌年度に支払う職員の賞与 

◎ 純資産 

  資産形成のために使った資金 

◎ 公共資産等整備国県補助金等 

  保有する公共資産等の財源となった国県補助金等 
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◎ 公共資産等整備一般財源等 

  保有する公共資産等の財源となった市税などの一般財源等 

◎ その他一般財源等 

使い道が決まっていない自由に使える資産 

 

【行政コスト計算書】 

 ◎ 経常行政コスト 

行政サービスを提供するために要した経費 

 ◎ 退職手当引当金繰入等 

   当該年度における退職手当引当金の増減額 

 ◎ 賞与引当金繰入額 

   翌年度に支払う職員の賞与の額 

 ◎ 減価償却費 

   当該年度における有形固定資産の価値の減少額 

 ◎ 他団体への公共資産整備補助金 

   国や県、他団体などが行う建設事業に対する補助・負担金 

◎ 経常収益 

   行政サービスの対価として利用者が支払う使用料など 

 ◎ 事業収益 

   水道料金や下水道使用料など 

◎ 純経常行政コスト 

経常行政コストと経常収益との収支 

 

【純資産変動計算書】 

 ◎ 期首純資産残高 

   前年度の純資産残高 

 ◎ 一般財源 

   市税や地方交付税など使途が特定されていない収入 

 ◎ 補助金等収入 

   国・県からの補助金等 

 ◎ 臨時損益 

   災害復旧事業費など臨時的な要因による損益 

 ◎ 科目振替 

   公共資産の取得や処分、減価償却、地方債償還などに伴う財源の移動 

 ◎ 資産評価替えによる変動額 

   売却可能資産等の時価評価による資産評価額の差額 

 ◎ 無償受贈資産受入 

   当該年度に寄附や受贈された資産の額 

 ◎ 期末純資産残高 

   当該年度の純資産残高 

- 23 - 



 

- 24 - 

 

【資金収支計算書】 

 ◎ 経常的収支の部 

   毎年度継続的に支出する経費とその財源 

 ◎ 公共資産整備収支の部 

   道路や公園、小･中学校などの資産の整備に係る経費とその財源 

 ◎ 投資・財務的収支の部 

出資金などの投資や地方債の発行・償還などに係る経費とその財源 

 ◎ 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

   地方債の元利払い及び貯金の積立て以外の支出と地方債の発行及び貯金の取崩し以外の

収入との収支 
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